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災害の激甚化を受け、国は令和3年度より、「防災・
減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」を進
めており、埼玉県でも、令和3年度より対応を行って
いる。令和4年度は、2年ぶりに1,000億円を超える
公共事業費を確保し、令和3年度補正予算における
公共事業費と合算して、前年度並みの13カ月予算と
して、取り組みを進めている。先行きの公共投資は前
年を上回って推移するとみられる。

今後も新型コロナの感染状況が比較的落ち着い
た推移をたどれば、県内の経済活動は徐々に活発化
していくとみられる。
内訳をみると、生産は引き続き供給制約により横

ばいで推移するとみられる。雇用は持ち直しの動きが
続き、所得は上向いていくとみられる。個人消費は
サービス消費の回復が加わり、持ち直しの動きが続
き、住宅投資は前年をやや上回る水準で推移すると
みられる。設備投資・公共投資は前年を上回って推
移するとみられる。
但し、新型コロナの感染が再拡大すれば、旅行や
飲食等のサービス消費が再び停滞し、個人消費の持
ち直しのブレーキとなろう。感染拡大に加え、ロシア
のウクライナ侵攻のさらなる長期化は、供給制約に
拍車をかけ、諸価格の一層の高騰につながり、景気
全般が下振れすることになろう。 （太田富雄）

の影響を受けて、旅行や飲食といったサービス関連
の支出が大きく落ち込んだことなどから、2021年4～
6月期まで5四半期連続で前年を下回っていたが、7
～9月期に前年比＋4.0％とプラスに転じ、回復傾向
にある。但し、感染拡大前の2019年と比べると、
2022年1～3月期は▲2.4%と２四半期ぶりにマイナ
スとなり、感染再拡大の影響がみられた。

　一方、県内の小売販売額の推移を、百貨店・スー
パー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッ
グストア、ホームセンターの全店ベースの合計販売
額からみると、2020年1～3月期以降、前年比▲
0.3％となった昨年7～9月期を除いて前年比プラス
で推移している。感染拡大前の2019年と比べても、
2020年1～3月期以降、プラスで推移しており、感染

2022年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前
期比年率▲0.5％と2四半期ぶりのマイナス成長と
なった。オミクロン株の感染拡大で1月中旬から３月下
旬までまん延防止等重点措置が各地に適用され、
サービス消費を中心に個人消費が伸び悩んだことが
響いた。
しかし、3月下旬に同措置が解除され、その後、大
型連休を中心に旅行や外食などの個人消費をはじ
めとする経済活動が次第に活発化している。わが国
の景気には、持ち直しの動きがみられる。

埼玉県の景気は、生産は弱い動きとなっているもの
の、全体としては持ち直しの動きがみられる。生産は、
原材料等の供給制約により、足元で減少している。雇
用は足元で改善に向かっており、所得も持ち直しの動
きがみられる。個人消費は、一部に弱さがみられるも
のの、持ち直している。住宅投資は前年を上回り、設
備投資は前年を上回っているとみられる。公共投資も
前年を上回っている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、新型コロナウイ
ルスの感染が広がった2020年4～6月期に急激に落
ち込んだ後、2021年4～6月期にかけていったん感染
拡大前の水準に近づいたものの、世界的規模の半導
体不足などの理由により、情報通信機械工業や輸送
機械工業が大きく落ち込み、伸び悩んでいる。
　埼玉県の生産についても、全国よりテンポは緩や
かながらも持ち直しに転じていたが、足元では減少し
ている。業種別では、一大消費地である首都圏向け
を中心として、食料品工業の生産が底堅く推移して
いるものの、半導体不足の影響により、全国と同様、
情報通信機械工業や輸送機械工業のほか、生産用
機械工業、電子部品・デバイス工業も落ち込んでいる。
〈先行き〉　現状では、自動車や家電製品等については
納品までの期間が長期化しており、部品等の供給が正
常化すれば、生産は持ち直しの動きを強めていくとみら
れる。但し、ロシアによるウクライナ侵攻に加え、ロック
ダウンは解除されたものの、中国でのゼロコロナ政策に
よる部品等の供給制約の影響は当面続くと予想され、
今後の県内の生産は横ばいで推移するとみられる。

○雇用・所得
〈現状〉　県内企業の常用雇用指数（埼玉県毎月勤
労統計調査）は、2021年2月から14カ月連続で前年

を懸念して外食や旅行を控えた分、物品の購入を活
発に行っているとみられる。
　埼玉県内の乗用車新車販売台数（含む軽自動車）
は、2020年4～6月期に全国に緊急事態宣言が発出
されて大きく落ち込んだ反動増で、昨年4～6月期に
大きく伸びた後は販売が伸び悩んでいる。半導体不
足に起因する自動車生産の落ち込みから、申し込み
から納車までに長期間を要しており、自動車販売に
影響が出ている。
〈先行き〉　3月下旬にまん延防止等重点措置が解
除され、本年5月の大型連休は3年ぶりに制限のない
大型連休となった。高速道路はコロナ前と同様渋滞
が発生し、航空機や列車の予約も満席の便がみられ
た。今後、感染状況が落ち着いて推移すれば、飲食
や宿泊等、サービス関連消費のさらなる改善が期待
される。このリバウンドにより、個人消費は持ち直しの
動きが続くとみられるが、足元では物価上昇が進ん
でおり、リバウンドの動きが一巡した後は、個人消費
の持ち直しの動きが停滞する可能性がある。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2021年4
～6月期以降前年を上回って推移しており、住宅投資
は回復している。
　内訳をみると、持家が本年1～3月期に前年比▲
2.8%と6四半期ぶりにマイナスに転じたものの、貸家
が4四半期連続で、分譲が2四半期連続でプラスと

を下回っている。2021年は緊急事態宣言やまん延防
止等重点措置が適用されていた期間が長く、サービス
業を中心に影響が続いたものとみられる。但し、2022
年1月以降、前年比のマイナス幅が縮小しており、足
元では改善に向かっているものとみられる。4月の有効
求人倍率も1.02倍と1年10カ月ぶりに1を超えた。
　一方、所得環境をみると、県内企業の現金給与総
額（埼玉県毎月勤労統計調査）は、感染が拡大した
2020年に大きく減少し、2021年に入っても影響は
続いたが、2021年11月から4カ月間は前年比プラス
で推移するなど、持ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が2022年4月に実施した埼玉県
企業経営動向調査では、先行き（約6カ月後）の雇用
人員について、「増加」とする企業が27％、「減少」と
する企業が11％で、ＢＳＩは＋16となった。雇用人員が
増加するとの見方の方が多く、県内の雇用情勢につ
いては、持ち直しの動きが続くとみられる。
　また、同時に実施した埼玉県内賃金改定状況調査
によると、正社員の賃上げを実施する企業の割合は
当該調査開始以降11年間で最も高い72.1％となり、
賃上げ率も2.1％と、11年間で2番目に高い結果で
あった。先行きの県内の所得環境は、上向いていくと
みられる。
○個人消費
〈現状〉　家計調査で県内（さいたま市）の二人以上
世帯の消費支出（除く住居費等）をみると、感染拡大

なっており、いずれも4月もプラスとなっている。分譲
住宅は、マンションが本年1～3月期に前年比＋
104.6％、4月が同＋666.7％と高い伸びとなったほ
か、戸建て住宅も2021年7～9月以降2桁の高い伸
びとなっている。マンションの発売戸数（不動産経済
研究所）をみても、2021年10～12月期が前年比＋
22.6％、2022年1～3月期が同＋15.3％、4月が同＋
51.1％と、2桁の伸びとなっている。
〈先行き〉　建設資材価格や人件費等の上昇が続い
ており、住宅購入希望者や分譲業者が慎重な姿勢と
なることが懸念される。埼玉県は住みやすく交通利
便性にも優れており、比較的地価の安い郊外におけ
る持家や分譲戸建て住宅などを中心に、今後も県内
での住宅需要が相応にあると見込まれる。先行きの
住宅投資は前年をやや上回る水準で推移するとみら
れる。
○設備投資
〈現状〉　2022年6月の関東財務局の法人企業景
気予測調査により、埼玉県内企業の2021年度の設
備投資実績見込みをみると、前年比＋6.9％となって
いる。
　同調査で、埼玉県内企業の設備判断BSI（「不足」
―「過大」社数構成比）をみると、2020年9月に▲
12.5までマイナス幅が拡大していたが、2021年6月
に＋3.0とプラスの水準まで回復し、2022年6月まで
5四半期連続で「不足」とする企業が「過大」とする

成年年齢引下げによる課題
成年年齢の引下げによる効果に期待が寄せられる
一方、若者の契約トラブルを懸念する声も広がってい
る。一人で有効な契約ができるということは、契約に
対する責任も負うということである。
これまで１８歳や１９歳に認められていた未成年者
取消権を行使することはできなくなり、消費者被害が
拡大すれば社会に及ぼす影響は大きい。

 
内閣府が行った「成年年齢引下げに関する世論調
査（２０１８年１２月調査）抜粋」では、以下のような結果
となっている。

「成年年齢に達すれば、父母などの同意なく一人で
契約できることを知っている」と回答した１０３０人の内、
未成年者取消権を「知っている」と回答した人は

56.2％と半数以上となったが、「知らない」と回答した
人も４３．４％あった。
成年年齢の引下げに伴い、今後どのような環境整

備が必要かとの回答では、「１８歳になる前の人に消費
者に関する教育を充実」が全体で６４．１％となっている。

また、消費者被害への不安を感じている人は、全体
の６４．３％という結果となり、多くの若者が不安を感じ
ていることがわかる。

全国の消費者相談の現状
独立行政法人国民生活センターでは、国民生活セ

ンターや全国の消費生活センター（注）等に寄せられた
消費生活相談情報に基づく統計・分析結果などの
データを公表している。

ＰＩＯ-ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステ
ム）に登録された消費生活相談情報の総件数は、２０
０８年度以降９０万件前後で推移しており、２０２０年度
は約９３９千件であった。内２０歳未満の割合は３％弱
と小さいが、成年年齢の引下げを受け、１８歳・１９歳の
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はじめに
2０２２年４月１日より、成年年齢が１８歳に引下げら

れ、１８歳・１９歳の約２２０万人の若者が一斉に成年と
なった。今後は大半の若者が、高校３年生で１８歳の
誕生日を迎えると成年となり、高校では成年と未成年
者が混在することになる。
１８７６（明治９）年以来２０歳とされてきた日本の成
年年齢の引下げが、日本の社会に与える影響につい
て、消費者保護の観点から考えてみたい。

成年年齢引下げの経過と目的
民法が定める成年年齢は、「単独で契約を締結で

きる年齢」と「親権に服することがなくなる年齢」とい
う２つの意味を持ち、１８９６（明治２９）年に民法が制定
されて以来２０歳と定められてきた。
これは１８７６年の太政官布告を引き継いだものと
言われており、２０１８年６月１３日に成立した民法の成
年年齢を２０歳から１８歳に引下げること等を内容とす
る「民法の一部を改正する法律」により、約１４０年ぶ
りに見直しが行われ、２０２２年４月１日に施行された。

若者向けに消費者トラブルの事例や傾向を公表し、
注意喚起を促している。
近年１８歳・１９歳の相談件数（平均値）、２０歳～２４
歳の相談件数（平均値）ともに増加傾向にあり、２０歳
代の相談件数は、１８歳・１９歳の概ね１．５倍程度で推
移している。２０２２年以降、成年年齢の引下げにより、
１８歳や１９歳がトラブルなどに巻き込まれ、相談件数
が急増しないか懸念されるところである。
また、国民生活センターでは「１８歳・１９歳に気を付
けてほしい消費者トラブル 最新１０選」として、以下の
事例を掲載している。

埼玉県の消費者相談の現状
２０２０年度埼玉県消費生活相談年報によれば、相
談件数の総数は５３，３２２件（うち苦情４９，０７９件
92.0％）となっているが、若者（契約当事者が２９歳以
下）の件数（苦情のみ）は６，４９６件（１３．２％）あり、2018
年度以降件数・割合ともに増加傾向を示している。尚、
20歳未満の未成年者でも同様の傾向を示している。

また、小学生から高校生の相談件数も増加傾向に
あり、消費者トラブルの低年齢化が進んでいることが
うかがえる。

成年年齢引下げに伴う消費者トラブル
防止に向けた環境整備
消費者トラブルに遭わないためには、未成年のう

ちから契約に関する知識を学び、様々なルールを知っ
た上で、その契約行為により発生する権利・義務がど
のような内容なのかを理解する力を身につけること
が必要である。これまで政府は、消費者への周知の
徹底、消費者教育の充実等を目的に、消費者庁、文
部科学省、法務省及び金融庁（以下「４省庁」とい
う。）をはじめとする関係省庁において、２０１８年度よ
り集中的かつ重層的な取組を推進してきた。
２０１８年２月、「若年者への消費者教育の推進に
関するアクションプログラム」を策定し、同年３月閣議
決定した「消費者教育の推進に関する基本的な方
針」の変更において、若年者への消費者教育を「当
面の重要事項」に位置付けた。
成年年齢引下げの周知徹底と注意喚起を図るた

め､ポスターの掲示やチラシの配布、動画配信等、
様々な普及啓発活動が実施されてきた。また、消費
者教育の充実を目的とした生徒用教材である「社会
への扉」等を活用した授業が、２０２０年度までに８６％
の高等学校等において実施されるなど、成年年齢引
下げに向けた準備が進められてきた。更に、消費生
活相談ダイヤル１８８（消費者ホットライン）の周知に
努めている。

今後の取り組み
２０２２年３月３１日、若年者への消費者教育の推進
に関する４省庁関係局長連絡会議において、成年年
齢引下げ後の消費者教育の実践・定着に向けて関係
４省庁が連携して消費者教育の取組を推進していく
ため、２０２２年以降３年間の「成年年齢引下げ後の若
年者への消費者教育推進方針-消費者教育の実践・
定着プラン-」が定められた｡
その中では、新型コロナウイルス感染症の拡大や

デジタル化の進展等に伴うトラブルの増加、孤独・孤
立問題への対応など、消費者を取り巻く社会情勢等
の変化を踏まえ、主に以下の推進方針が示された｡

埼玉県の取り組み
埼玉県では「埼玉県民の消費生活の安定及び向
上に関する条例」が制定されており、この条例に基づ
き、消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図るための基本計画として、「埼玉県消費生活
基本計画」を策定した上で、「消費者教育の推進に関
する法律」で求められている「消費者教育推進計画」
としても位置付けている。
２０２２年度から２０２６年度までの５年間とする現計
画では、成年年齢の引下げに伴う消費者行政の変化
に対応し、若年期特有の問題に対応した消費者教育
の充実が必要であるとしている。
また、２０２２年３月に策定された「埼玉県５か年計画

～日本一暮らしやすい埼玉へ～」に掲載された消費者
被害の防止施策においても、成年年齢の引下げによ
る若年者の消費者トラブルの急増に対する懸念から、

県・市町村が連携して消費生活相談体制を強化する
としている｡
主な取組としては、「消費生活相談体制の強化」

「多様な消費者教育の実施」「消費者啓発のための
学習支援や情報提供」等がある。
また、５か年計画及び消費生活基本計画の指標と

して、以下の目標を掲げている。
「１年以内に消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをした」県民の割合（県政世論調査で「訪問販
売、電話勧誘販売、通信販売などにより行った契約で、
経済的・物的な消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをしたことがある」と回答した県民の割合）
20.1％（２０２０年度）⇒１３．８％（２０２６年度）

おわりに
１８歳や１９歳の若者が成年となることで、自らの意
思で積極的に社会参加することには意義がある。
しかしながら悪意のある事業者等は、こういった機
会を虎視眈 と々狙っている可能性がある。
消費者被害の防止に向けて、消費者契約法等の一
部を改正する法律等が施行される予定であるが、効
果は未知数であり、今後も若年者に対する様々な消費
者教育等が継続して実施されることが大切である。
同時に、成年年齢が１８歳という意識や行動が定着

するまでの間、教育現場だけでなく、家庭や職場、社
会が一致して若年層の消費者被害の拡大防止に取
り組むことが重要となるであろう。

国民投票権年齢や選挙権年齢は、先行して１８歳
に引下げられており、２０１６年７月の参議院議員通常
選挙において、国政選挙として初めて１８歳選挙権が
実施されている。
これらの法改正の議論の中で、民法の成年年齢の
引下げが議論されることとなり、またアメリカ合衆国や
ドイツ、フランス、オーストラリア等、世界的にも成年年
齢を１８歳としている国が主流となっていることも改正
の根拠となっている。

成年年齢を１８歳に引下げることは、１８歳や１９歳
の若者の自己決定権を尊重することになり、積極的な
社会参加を促すことになると期待されている。
経済的な自立が可能であれば、起業における様々

な手続きや賃貸住宅の契約等も親の同意なく単独で
可能となるなど、若者の自主性が発揮されやすくなる
と考えられる。

成年年齢引下げと
消費者保護

企業よりも多くなっており、県内の設備投資は前年を
上回っているとみられる。
〈先行き〉　法人企業景気予測調査では、2四半期
先までの設備の過不足判断を聞いているが、2四半
期先の12月においても、ＢＳＩが＋5.9と、設備が「不
足」する見通しである企業の方が多い。
　また、同調査によると、埼玉県内企業の2022年度
設備投資計画額は、前年比＋24.1％となっている。
業種別にみると、製造業が同＋49.3%、非製造業が
同＋15.6％と、いずれも2桁の伸びとなっており、県内
の設備投資は前年を上回って推移するとみられる。
○公共投資
〈現状〉　埼玉県の公共工事請負金額は、2021年
度まで3年連続で前年を上回った。本年4‒5月も、前
年比＋8.4％と、前年を上回って推移している。
〈先行き〉　近年の台風や集中豪雨などによる自然

民法の一部を改正する法律（成年年齢関係）
【法律の要点】
１ 成年年齢の引下げ（民法第４条）
①一人で有効な契約をすることができる年齢
②親権に服することがなくなる年齢
　⇒いずれも２０歳から１８歳に引下げ
　　「成年」と規定する他の法律も１８歳に変更
２ 女性の婚姻開始年齢の引上げ（民法第７３１条）
（現行法） 男性 １８歳  女性 １６歳
　⇒女性の婚姻開始年齢を１８歳に引上げ
　　婚姻開始年齢は男女とも１８歳に統一
３ 施行までの周知期間
若者のみならず、親権者等の国民全体に影響
消費者被害の防止等の観点から、周知徹底が必要
　⇒令和４年４月１日から施行

平成１９年５月 国民投票法の制定
・憲法改正国民投票の投票権年齢を１８歳と定め、民法においても法制
上の措置を要請
平成２１年１０月 法制審議会の答申
・選挙権年齢が１８歳に引下げられるのであれば、環境を整備した上で、
成年年齢も１８歳に引下げる
・成年年齢を引下げるのであれば、女性の婚姻開始年齢は１８歳に引上
げるのが相当
平成２７年６月 公職選挙法の改正
・選挙権年齢を１８歳へ引下げ、民法についても法制上の措置を要請

※民法第五条：未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意
を得なければならない。ただし、単に権利を得、又は義務を免れる法律
行為については、この限りでない。

２ 前項の規定に反する法律行為は、取り消すことができる。

【１８歳（成年）になったらできること】
◆親の同意がなくても契約できる
   ・携帯電話の契約  ・ローンを組む ・クレジットカードをつくる
   ・一人暮らしの部屋を借りる  など
◆１０年有効のパスポートを取得する
◆公認会計士や司法書士、医師免許、薬剤師免許などの国家資格を取る
【２０歳にならないとできないこと（従来通り）】
◆飲酒をする   ◆喫煙をする
◆競馬、競輪、オートレース、競艇の投票券（馬券など）を買う
◆養子を迎える　◆大型・中型自動車運転免許の取得

（注）独立行政法人国民生活センターと連携して、住民である消費者に消費生
活上のサービスの提供を目的として運営されている地方自治体の機関

●未成年者の契約の取消権の認知度

●消費者被害への不安

●「18・19歳」「20～24歳」の年度別相談件数（平均値）

●今後必要と思う環境整備

資料：内閣府「成年年齢の引下げに関する世論調査（平成30年12月調査）」

資料：内閣府「 成年年齢の引下げに関する世論調査（平成30年12月調査）」

資料：内閣府「成年年齢の引下げに関する世論調査（平成30年12月調査）」

資料：独立行政法人 国民生活センター発表情報
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災害の激甚化を受け、国は令和3年度より、「防災・
減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」を進
めており、埼玉県でも、令和3年度より対応を行って
いる。令和4年度は、2年ぶりに1,000億円を超える
公共事業費を確保し、令和3年度補正予算における
公共事業費と合算して、前年度並みの13カ月予算と
して、取り組みを進めている。先行きの公共投資は前
年を上回って推移するとみられる。

今後も新型コロナの感染状況が比較的落ち着い
た推移をたどれば、県内の経済活動は徐々に活発化
していくとみられる。
内訳をみると、生産は引き続き供給制約により横

ばいで推移するとみられる。雇用は持ち直しの動きが
続き、所得は上向いていくとみられる。個人消費は
サービス消費の回復が加わり、持ち直しの動きが続
き、住宅投資は前年をやや上回る水準で推移すると
みられる。設備投資・公共投資は前年を上回って推
移するとみられる。
但し、新型コロナの感染が再拡大すれば、旅行や
飲食等のサービス消費が再び停滞し、個人消費の持
ち直しのブレーキとなろう。感染拡大に加え、ロシア
のウクライナ侵攻のさらなる長期化は、供給制約に
拍車をかけ、諸価格の一層の高騰につながり、景気
全般が下振れすることになろう。 （太田富雄）

の影響を受けて、旅行や飲食といったサービス関連
の支出が大きく落ち込んだことなどから、2021年4～
6月期まで5四半期連続で前年を下回っていたが、7
～9月期に前年比＋4.0％とプラスに転じ、回復傾向
にある。但し、感染拡大前の2019年と比べると、
2022年1～3月期は▲2.4%と２四半期ぶりにマイナ
スとなり、感染再拡大の影響がみられた。

　一方、県内の小売販売額の推移を、百貨店・スー
パー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッ
グストア、ホームセンターの全店ベースの合計販売
額からみると、2020年1～3月期以降、前年比▲
0.3％となった昨年7～9月期を除いて前年比プラス
で推移している。感染拡大前の2019年と比べても、
2020年1～3月期以降、プラスで推移しており、感染

2022年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前
期比年率▲0.5％と2四半期ぶりのマイナス成長と
なった。オミクロン株の感染拡大で1月中旬から３月下
旬までまん延防止等重点措置が各地に適用され、
サービス消費を中心に個人消費が伸び悩んだことが
響いた。
しかし、3月下旬に同措置が解除され、その後、大
型連休を中心に旅行や外食などの個人消費をはじ
めとする経済活動が次第に活発化している。わが国
の景気には、持ち直しの動きがみられる。

埼玉県の景気は、生産は弱い動きとなっているもの
の、全体としては持ち直しの動きがみられる。生産は、
原材料等の供給制約により、足元で減少している。雇
用は足元で改善に向かっており、所得も持ち直しの動
きがみられる。個人消費は、一部に弱さがみられるも
のの、持ち直している。住宅投資は前年を上回り、設
備投資は前年を上回っているとみられる。公共投資も
前年を上回っている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、新型コロナウイ
ルスの感染が広がった2020年4～6月期に急激に落
ち込んだ後、2021年4～6月期にかけていったん感染
拡大前の水準に近づいたものの、世界的規模の半導
体不足などの理由により、情報通信機械工業や輸送
機械工業が大きく落ち込み、伸び悩んでいる。
　埼玉県の生産についても、全国よりテンポは緩や
かながらも持ち直しに転じていたが、足元では減少し
ている。業種別では、一大消費地である首都圏向け
を中心として、食料品工業の生産が底堅く推移して
いるものの、半導体不足の影響により、全国と同様、
情報通信機械工業や輸送機械工業のほか、生産用
機械工業、電子部品・デバイス工業も落ち込んでいる。
〈先行き〉　現状では、自動車や家電製品等については
納品までの期間が長期化しており、部品等の供給が正
常化すれば、生産は持ち直しの動きを強めていくとみら
れる。但し、ロシアによるウクライナ侵攻に加え、ロック
ダウンは解除されたものの、中国でのゼロコロナ政策に
よる部品等の供給制約の影響は当面続くと予想され、
今後の県内の生産は横ばいで推移するとみられる。

○雇用・所得
〈現状〉　県内企業の常用雇用指数（埼玉県毎月勤
労統計調査）は、2021年2月から14カ月連続で前年

を懸念して外食や旅行を控えた分、物品の購入を活
発に行っているとみられる。
　埼玉県内の乗用車新車販売台数（含む軽自動車）
は、2020年4～6月期に全国に緊急事態宣言が発出
されて大きく落ち込んだ反動増で、昨年4～6月期に
大きく伸びた後は販売が伸び悩んでいる。半導体不
足に起因する自動車生産の落ち込みから、申し込み
から納車までに長期間を要しており、自動車販売に
影響が出ている。
〈先行き〉　3月下旬にまん延防止等重点措置が解
除され、本年5月の大型連休は3年ぶりに制限のない
大型連休となった。高速道路はコロナ前と同様渋滞
が発生し、航空機や列車の予約も満席の便がみられ
た。今後、感染状況が落ち着いて推移すれば、飲食
や宿泊等、サービス関連消費のさらなる改善が期待
される。このリバウンドにより、個人消費は持ち直しの
動きが続くとみられるが、足元では物価上昇が進ん
でおり、リバウンドの動きが一巡した後は、個人消費
の持ち直しの動きが停滞する可能性がある。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2021年4
～6月期以降前年を上回って推移しており、住宅投資
は回復している。
　内訳をみると、持家が本年1～3月期に前年比▲
2.8%と6四半期ぶりにマイナスに転じたものの、貸家
が4四半期連続で、分譲が2四半期連続でプラスと

を下回っている。2021年は緊急事態宣言やまん延防
止等重点措置が適用されていた期間が長く、サービス
業を中心に影響が続いたものとみられる。但し、2022
年1月以降、前年比のマイナス幅が縮小しており、足
元では改善に向かっているものとみられる。4月の有効
求人倍率も1.02倍と1年10カ月ぶりに1を超えた。
　一方、所得環境をみると、県内企業の現金給与総
額（埼玉県毎月勤労統計調査）は、感染が拡大した
2020年に大きく減少し、2021年に入っても影響は
続いたが、2021年11月から4カ月間は前年比プラス
で推移するなど、持ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が2022年4月に実施した埼玉県
企業経営動向調査では、先行き（約6カ月後）の雇用
人員について、「増加」とする企業が27％、「減少」と
する企業が11％で、ＢＳＩは＋16となった。雇用人員が
増加するとの見方の方が多く、県内の雇用情勢につ
いては、持ち直しの動きが続くとみられる。
　また、同時に実施した埼玉県内賃金改定状況調査
によると、正社員の賃上げを実施する企業の割合は
当該調査開始以降11年間で最も高い72.1％となり、
賃上げ率も2.1％と、11年間で2番目に高い結果で
あった。先行きの県内の所得環境は、上向いていくと
みられる。
○個人消費
〈現状〉　家計調査で県内（さいたま市）の二人以上
世帯の消費支出（除く住居費等）をみると、感染拡大

なっており、いずれも4月もプラスとなっている。分譲
住宅は、マンションが本年1～3月期に前年比＋
104.6％、4月が同＋666.7％と高い伸びとなったほ
か、戸建て住宅も2021年7～9月以降2桁の高い伸
びとなっている。マンションの発売戸数（不動産経済
研究所）をみても、2021年10～12月期が前年比＋
22.6％、2022年1～3月期が同＋15.3％、4月が同＋
51.1％と、2桁の伸びとなっている。
〈先行き〉　建設資材価格や人件費等の上昇が続い
ており、住宅購入希望者や分譲業者が慎重な姿勢と
なることが懸念される。埼玉県は住みやすく交通利
便性にも優れており、比較的地価の安い郊外におけ
る持家や分譲戸建て住宅などを中心に、今後も県内
での住宅需要が相応にあると見込まれる。先行きの
住宅投資は前年をやや上回る水準で推移するとみら
れる。
○設備投資
〈現状〉　2022年6月の関東財務局の法人企業景
気予測調査により、埼玉県内企業の2021年度の設
備投資実績見込みをみると、前年比＋6.9％となって
いる。
　同調査で、埼玉県内企業の設備判断BSI（「不足」
―「過大」社数構成比）をみると、2020年9月に▲
12.5までマイナス幅が拡大していたが、2021年6月
に＋3.0とプラスの水準まで回復し、2022年6月まで
5四半期連続で「不足」とする企業が「過大」とする

成年年齢引下げによる課題
成年年齢の引下げによる効果に期待が寄せられる
一方、若者の契約トラブルを懸念する声も広がってい
る。一人で有効な契約ができるということは、契約に
対する責任も負うということである。
これまで１８歳や１９歳に認められていた未成年者
取消権を行使することはできなくなり、消費者被害が
拡大すれば社会に及ぼす影響は大きい。

 
内閣府が行った「成年年齢引下げに関する世論調
査（２０１８年１２月調査）抜粋」では、以下のような結果
となっている。

「成年年齢に達すれば、父母などの同意なく一人で
契約できることを知っている」と回答した１０３０人の内、
未成年者取消権を「知っている」と回答した人は

56.2％と半数以上となったが、「知らない」と回答した
人も４３．４％あった。
成年年齢の引下げに伴い、今後どのような環境整

備が必要かとの回答では、「１８歳になる前の人に消費
者に関する教育を充実」が全体で６４．１％となっている。

また、消費者被害への不安を感じている人は、全体
の６４．３％という結果となり、多くの若者が不安を感じ
ていることがわかる。

全国の消費者相談の現状
独立行政法人国民生活センターでは、国民生活セ

ンターや全国の消費生活センター（注）等に寄せられた
消費生活相談情報に基づく統計・分析結果などの
データを公表している。

ＰＩＯ-ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステ
ム）に登録された消費生活相談情報の総件数は、２０
０８年度以降９０万件前後で推移しており、２０２０年度
は約９３９千件であった。内２０歳未満の割合は３％弱
と小さいが、成年年齢の引下げを受け、１８歳・１９歳の

研究主幹
棚沢 英明

はじめに
2０２２年４月１日より、成年年齢が１８歳に引下げら

れ、１８歳・１９歳の約２２０万人の若者が一斉に成年と
なった。今後は大半の若者が、高校３年生で１８歳の
誕生日を迎えると成年となり、高校では成年と未成年
者が混在することになる。
１８７６（明治９）年以来２０歳とされてきた日本の成
年年齢の引下げが、日本の社会に与える影響につい
て、消費者保護の観点から考えてみたい。

成年年齢引下げの経過と目的
民法が定める成年年齢は、「単独で契約を締結で

きる年齢」と「親権に服することがなくなる年齢」とい
う２つの意味を持ち、１８９６（明治２９）年に民法が制定
されて以来２０歳と定められてきた。
これは１８７６年の太政官布告を引き継いだものと
言われており、２０１８年６月１３日に成立した民法の成
年年齢を２０歳から１８歳に引下げること等を内容とす
る「民法の一部を改正する法律」により、約１４０年ぶ
りに見直しが行われ、２０２２年４月１日に施行された。

若者向けに消費者トラブルの事例や傾向を公表し、
注意喚起を促している。
近年１８歳・１９歳の相談件数（平均値）、２０歳～２４
歳の相談件数（平均値）ともに増加傾向にあり、２０歳
代の相談件数は、１８歳・１９歳の概ね１．５倍程度で推
移している。２０２２年以降、成年年齢の引下げにより、
１８歳や１９歳がトラブルなどに巻き込まれ、相談件数
が急増しないか懸念されるところである。
また、国民生活センターでは「１８歳・１９歳に気を付
けてほしい消費者トラブル 最新１０選」として、以下の
事例を掲載している。

埼玉県の消費者相談の現状
２０２０年度埼玉県消費生活相談年報によれば、相
談件数の総数は５３，３２２件（うち苦情４９，０７９件
92.0％）となっているが、若者（契約当事者が２９歳以
下）の件数（苦情のみ）は６，４９６件（１３．２％）あり、2018
年度以降件数・割合ともに増加傾向を示している。尚、
20歳未満の未成年者でも同様の傾向を示している。

また、小学生から高校生の相談件数も増加傾向に
あり、消費者トラブルの低年齢化が進んでいることが
うかがえる。

成年年齢引下げに伴う消費者トラブル
防止に向けた環境整備
消費者トラブルに遭わないためには、未成年のう

ちから契約に関する知識を学び、様々なルールを知っ
た上で、その契約行為により発生する権利・義務がど
のような内容なのかを理解する力を身につけること
が必要である。これまで政府は、消費者への周知の
徹底、消費者教育の充実等を目的に、消費者庁、文
部科学省、法務省及び金融庁（以下「４省庁」とい
う。）をはじめとする関係省庁において、２０１８年度よ
り集中的かつ重層的な取組を推進してきた。
２０１８年２月、「若年者への消費者教育の推進に
関するアクションプログラム」を策定し、同年３月閣議
決定した「消費者教育の推進に関する基本的な方
針」の変更において、若年者への消費者教育を「当
面の重要事項」に位置付けた。
成年年齢引下げの周知徹底と注意喚起を図るた

め､ポスターの掲示やチラシの配布、動画配信等、
様々な普及啓発活動が実施されてきた。また、消費
者教育の充実を目的とした生徒用教材である「社会
への扉」等を活用した授業が、２０２０年度までに８６％
の高等学校等において実施されるなど、成年年齢引
下げに向けた準備が進められてきた。更に、消費生
活相談ダイヤル１８８（消費者ホットライン）の周知に
努めている。

今後の取り組み
２０２２年３月３１日、若年者への消費者教育の推進
に関する４省庁関係局長連絡会議において、成年年
齢引下げ後の消費者教育の実践・定着に向けて関係
４省庁が連携して消費者教育の取組を推進していく
ため、２０２２年以降３年間の「成年年齢引下げ後の若
年者への消費者教育推進方針-消費者教育の実践・
定着プラン-」が定められた｡
その中では、新型コロナウイルス感染症の拡大や

デジタル化の進展等に伴うトラブルの増加、孤独・孤
立問題への対応など、消費者を取り巻く社会情勢等
の変化を踏まえ、主に以下の推進方針が示された｡

埼玉県の取り組み
埼玉県では「埼玉県民の消費生活の安定及び向
上に関する条例」が制定されており、この条例に基づ
き、消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図るための基本計画として、「埼玉県消費生活
基本計画」を策定した上で、「消費者教育の推進に関
する法律」で求められている「消費者教育推進計画」
としても位置付けている。
２０２２年度から２０２６年度までの５年間とする現計
画では、成年年齢の引下げに伴う消費者行政の変化
に対応し、若年期特有の問題に対応した消費者教育
の充実が必要であるとしている。
また、２０２２年３月に策定された「埼玉県５か年計画

～日本一暮らしやすい埼玉へ～」に掲載された消費者
被害の防止施策においても、成年年齢の引下げによ
る若年者の消費者トラブルの急増に対する懸念から、

県・市町村が連携して消費生活相談体制を強化する
としている｡
主な取組としては、「消費生活相談体制の強化」

「多様な消費者教育の実施」「消費者啓発のための
学習支援や情報提供」等がある。
また、５か年計画及び消費生活基本計画の指標と

して、以下の目標を掲げている。
「１年以内に消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをした」県民の割合（県政世論調査で「訪問販
売、電話勧誘販売、通信販売などにより行った契約で、
経済的・物的な消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをしたことがある」と回答した県民の割合）
20.1％（２０２０年度）⇒１３．８％（２０２６年度）

おわりに
１８歳や１９歳の若者が成年となることで、自らの意
思で積極的に社会参加することには意義がある。
しかしながら悪意のある事業者等は、こういった機
会を虎視眈 と々狙っている可能性がある。
消費者被害の防止に向けて、消費者契約法等の一
部を改正する法律等が施行される予定であるが、効
果は未知数であり、今後も若年者に対する様々な消費
者教育等が継続して実施されることが大切である。
同時に、成年年齢が１８歳という意識や行動が定着

するまでの間、教育現場だけでなく、家庭や職場、社
会が一致して若年層の消費者被害の拡大防止に取
り組むことが重要となるであろう。

国民投票権年齢や選挙権年齢は、先行して１８歳
に引下げられており、２０１６年７月の参議院議員通常
選挙において、国政選挙として初めて１８歳選挙権が
実施されている。
これらの法改正の議論の中で、民法の成年年齢の
引下げが議論されることとなり、またアメリカ合衆国や
ドイツ、フランス、オーストラリア等、世界的にも成年年
齢を１８歳としている国が主流となっていることも改正
の根拠となっている。

成年年齢を１８歳に引下げることは、１８歳や１９歳
の若者の自己決定権を尊重することになり、積極的な
社会参加を促すことになると期待されている。
経済的な自立が可能であれば、起業における様々

な手続きや賃貸住宅の契約等も親の同意なく単独で
可能となるなど、若者の自主性が発揮されやすくなる
と考えられる。

成年年齢引下げと
消費者保護

企業よりも多くなっており、県内の設備投資は前年を
上回っているとみられる。
〈先行き〉　法人企業景気予測調査では、2四半期
先までの設備の過不足判断を聞いているが、2四半
期先の12月においても、ＢＳＩが＋5.9と、設備が「不
足」する見通しである企業の方が多い。
　また、同調査によると、埼玉県内企業の2022年度
設備投資計画額は、前年比＋24.1％となっている。
業種別にみると、製造業が同＋49.3%、非製造業が
同＋15.6％と、いずれも2桁の伸びとなっており、県内
の設備投資は前年を上回って推移するとみられる。
○公共投資
〈現状〉　埼玉県の公共工事請負金額は、2021年
度まで3年連続で前年を上回った。本年4‒5月も、前
年比＋8.4％と、前年を上回って推移している。
〈先行き〉　近年の台風や集中豪雨などによる自然

民法の一部を改正する法律（成年年齢関係）
【法律の要点】
１ 成年年齢の引下げ（民法第４条）
①一人で有効な契約をすることができる年齢
②親権に服することがなくなる年齢
　⇒いずれも２０歳から１８歳に引下げ
　　「成年」と規定する他の法律も１８歳に変更
２ 女性の婚姻開始年齢の引上げ（民法第７３１条）
（現行法） 男性 １８歳  女性 １６歳
　⇒女性の婚姻開始年齢を１８歳に引上げ
　　婚姻開始年齢は男女とも１８歳に統一
３ 施行までの周知期間
若者のみならず、親権者等の国民全体に影響
消費者被害の防止等の観点から、周知徹底が必要
　⇒令和４年４月１日から施行

平成１９年５月 国民投票法の制定
・憲法改正国民投票の投票権年齢を１８歳と定め、民法においても法制
上の措置を要請
平成２１年１０月 法制審議会の答申
・選挙権年齢が１８歳に引下げられるのであれば、環境を整備した上で、
成年年齢も１８歳に引下げる
・成年年齢を引下げるのであれば、女性の婚姻開始年齢は１８歳に引上
げるのが相当
平成２７年６月 公職選挙法の改正
・選挙権年齢を１８歳へ引下げ、民法についても法制上の措置を要請

※民法第五条：未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意
を得なければならない。ただし、単に権利を得、又は義務を免れる法律
行為については、この限りでない。

２ 前項の規定に反する法律行為は、取り消すことができる。

【１８歳（成年）になったらできること】
◆親の同意がなくても契約できる
   ・携帯電話の契約  ・ローンを組む ・クレジットカードをつくる
   ・一人暮らしの部屋を借りる  など
◆１０年有効のパスポートを取得する
◆公認会計士や司法書士、医師免許、薬剤師免許などの国家資格を取る
【２０歳にならないとできないこと（従来通り）】
◆飲酒をする   ◆喫煙をする
◆競馬、競輪、オートレース、競艇の投票券（馬券など）を買う
◆養子を迎える　◆大型・中型自動車運転免許の取得

（注）独立行政法人国民生活センターと連携して、住民である消費者に消費生
活上のサービスの提供を目的として運営されている地方自治体の機関

●未成年者の契約の取消権の認知度

●消費者被害への不安

●「18・19歳」「20～24歳」の年度別相談件数（平均値）

●今後必要と思う環境整備

資料：内閣府「成年年齢の引下げに関する世論調査（平成30年12月調査）」

資料：内閣府「 成年年齢の引下げに関する世論調査（平成30年12月調査）」

資料：内閣府「成年年齢の引下げに関する世論調査（平成30年12月調査）」

資料：独立行政法人 国民生活センター発表情報
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災害の激甚化を受け、国は令和3年度より、「防災・
減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」を進
めており、埼玉県でも、令和3年度より対応を行って
いる。令和4年度は、2年ぶりに1,000億円を超える
公共事業費を確保し、令和3年度補正予算における
公共事業費と合算して、前年度並みの13カ月予算と
して、取り組みを進めている。先行きの公共投資は前
年を上回って推移するとみられる。

今後も新型コロナの感染状況が比較的落ち着い
た推移をたどれば、県内の経済活動は徐々に活発化
していくとみられる。
内訳をみると、生産は引き続き供給制約により横

ばいで推移するとみられる。雇用は持ち直しの動きが
続き、所得は上向いていくとみられる。個人消費は
サービス消費の回復が加わり、持ち直しの動きが続
き、住宅投資は前年をやや上回る水準で推移すると
みられる。設備投資・公共投資は前年を上回って推
移するとみられる。
但し、新型コロナの感染が再拡大すれば、旅行や
飲食等のサービス消費が再び停滞し、個人消費の持
ち直しのブレーキとなろう。感染拡大に加え、ロシア
のウクライナ侵攻のさらなる長期化は、供給制約に
拍車をかけ、諸価格の一層の高騰につながり、景気
全般が下振れすることになろう。 （太田富雄）

の影響を受けて、旅行や飲食といったサービス関連
の支出が大きく落ち込んだことなどから、2021年4～
6月期まで5四半期連続で前年を下回っていたが、7
～9月期に前年比＋4.0％とプラスに転じ、回復傾向
にある。但し、感染拡大前の2019年と比べると、
2022年1～3月期は▲2.4%と２四半期ぶりにマイナ
スとなり、感染再拡大の影響がみられた。

　一方、県内の小売販売額の推移を、百貨店・スー
パー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッ
グストア、ホームセンターの全店ベースの合計販売
額からみると、2020年1～3月期以降、前年比▲
0.3％となった昨年7～9月期を除いて前年比プラス
で推移している。感染拡大前の2019年と比べても、
2020年1～3月期以降、プラスで推移しており、感染

2022年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前
期比年率▲0.5％と2四半期ぶりのマイナス成長と
なった。オミクロン株の感染拡大で1月中旬から３月下
旬までまん延防止等重点措置が各地に適用され、
サービス消費を中心に個人消費が伸び悩んだことが
響いた。
しかし、3月下旬に同措置が解除され、その後、大
型連休を中心に旅行や外食などの個人消費をはじ
めとする経済活動が次第に活発化している。わが国
の景気には、持ち直しの動きがみられる。

埼玉県の景気は、生産は弱い動きとなっているもの
の、全体としては持ち直しの動きがみられる。生産は、
原材料等の供給制約により、足元で減少している。雇
用は足元で改善に向かっており、所得も持ち直しの動
きがみられる。個人消費は、一部に弱さがみられるも
のの、持ち直している。住宅投資は前年を上回り、設
備投資は前年を上回っているとみられる。公共投資も
前年を上回っている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、新型コロナウイ
ルスの感染が広がった2020年4～6月期に急激に落
ち込んだ後、2021年4～6月期にかけていったん感染
拡大前の水準に近づいたものの、世界的規模の半導
体不足などの理由により、情報通信機械工業や輸送
機械工業が大きく落ち込み、伸び悩んでいる。
　埼玉県の生産についても、全国よりテンポは緩や
かながらも持ち直しに転じていたが、足元では減少し
ている。業種別では、一大消費地である首都圏向け
を中心として、食料品工業の生産が底堅く推移して
いるものの、半導体不足の影響により、全国と同様、
情報通信機械工業や輸送機械工業のほか、生産用
機械工業、電子部品・デバイス工業も落ち込んでいる。
〈先行き〉　現状では、自動車や家電製品等については
納品までの期間が長期化しており、部品等の供給が正
常化すれば、生産は持ち直しの動きを強めていくとみら
れる。但し、ロシアによるウクライナ侵攻に加え、ロック
ダウンは解除されたものの、中国でのゼロコロナ政策に
よる部品等の供給制約の影響は当面続くと予想され、
今後の県内の生産は横ばいで推移するとみられる。

○雇用・所得
〈現状〉　県内企業の常用雇用指数（埼玉県毎月勤
労統計調査）は、2021年2月から14カ月連続で前年

を懸念して外食や旅行を控えた分、物品の購入を活
発に行っているとみられる。
　埼玉県内の乗用車新車販売台数（含む軽自動車）
は、2020年4～6月期に全国に緊急事態宣言が発出
されて大きく落ち込んだ反動増で、昨年4～6月期に
大きく伸びた後は販売が伸び悩んでいる。半導体不
足に起因する自動車生産の落ち込みから、申し込み
から納車までに長期間を要しており、自動車販売に
影響が出ている。
〈先行き〉　3月下旬にまん延防止等重点措置が解
除され、本年5月の大型連休は3年ぶりに制限のない
大型連休となった。高速道路はコロナ前と同様渋滞
が発生し、航空機や列車の予約も満席の便がみられ
た。今後、感染状況が落ち着いて推移すれば、飲食
や宿泊等、サービス関連消費のさらなる改善が期待
される。このリバウンドにより、個人消費は持ち直しの
動きが続くとみられるが、足元では物価上昇が進ん
でおり、リバウンドの動きが一巡した後は、個人消費
の持ち直しの動きが停滞する可能性がある。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2021年4
～6月期以降前年を上回って推移しており、住宅投資
は回復している。
　内訳をみると、持家が本年1～3月期に前年比▲
2.8%と6四半期ぶりにマイナスに転じたものの、貸家
が4四半期連続で、分譲が2四半期連続でプラスと

を下回っている。2021年は緊急事態宣言やまん延防
止等重点措置が適用されていた期間が長く、サービス
業を中心に影響が続いたものとみられる。但し、2022
年1月以降、前年比のマイナス幅が縮小しており、足
元では改善に向かっているものとみられる。4月の有効
求人倍率も1.02倍と1年10カ月ぶりに1を超えた。
　一方、所得環境をみると、県内企業の現金給与総
額（埼玉県毎月勤労統計調査）は、感染が拡大した
2020年に大きく減少し、2021年に入っても影響は
続いたが、2021年11月から4カ月間は前年比プラス
で推移するなど、持ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が2022年4月に実施した埼玉県
企業経営動向調査では、先行き（約6カ月後）の雇用
人員について、「増加」とする企業が27％、「減少」と
する企業が11％で、ＢＳＩは＋16となった。雇用人員が
増加するとの見方の方が多く、県内の雇用情勢につ
いては、持ち直しの動きが続くとみられる。
　また、同時に実施した埼玉県内賃金改定状況調査
によると、正社員の賃上げを実施する企業の割合は
当該調査開始以降11年間で最も高い72.1％となり、
賃上げ率も2.1％と、11年間で2番目に高い結果で
あった。先行きの県内の所得環境は、上向いていくと
みられる。
○個人消費
〈現状〉　家計調査で県内（さいたま市）の二人以上
世帯の消費支出（除く住居費等）をみると、感染拡大

なっており、いずれも4月もプラスとなっている。分譲
住宅は、マンションが本年1～3月期に前年比＋
104.6％、4月が同＋666.7％と高い伸びとなったほ
か、戸建て住宅も2021年7～9月以降2桁の高い伸
びとなっている。マンションの発売戸数（不動産経済
研究所）をみても、2021年10～12月期が前年比＋
22.6％、2022年1～3月期が同＋15.3％、4月が同＋
51.1％と、2桁の伸びとなっている。
〈先行き〉　建設資材価格や人件費等の上昇が続い
ており、住宅購入希望者や分譲業者が慎重な姿勢と
なることが懸念される。埼玉県は住みやすく交通利
便性にも優れており、比較的地価の安い郊外におけ
る持家や分譲戸建て住宅などを中心に、今後も県内
での住宅需要が相応にあると見込まれる。先行きの
住宅投資は前年をやや上回る水準で推移するとみら
れる。
○設備投資
〈現状〉　2022年6月の関東財務局の法人企業景
気予測調査により、埼玉県内企業の2021年度の設
備投資実績見込みをみると、前年比＋6.9％となって
いる。
　同調査で、埼玉県内企業の設備判断BSI（「不足」
―「過大」社数構成比）をみると、2020年9月に▲
12.5までマイナス幅が拡大していたが、2021年6月
に＋3.0とプラスの水準まで回復し、2022年6月まで
5四半期連続で「不足」とする企業が「過大」とする

成年年齢引下げによる課題
成年年齢の引下げによる効果に期待が寄せられる
一方、若者の契約トラブルを懸念する声も広がってい
る。一人で有効な契約ができるということは、契約に
対する責任も負うということである。
これまで１８歳や１９歳に認められていた未成年者
取消権を行使することはできなくなり、消費者被害が
拡大すれば社会に及ぼす影響は大きい。

 
内閣府が行った「成年年齢引下げに関する世論調
査（２０１８年１２月調査）抜粋」では、以下のような結果
となっている。

「成年年齢に達すれば、父母などの同意なく一人で
契約できることを知っている」と回答した１０３０人の内、
未成年者取消権を「知っている」と回答した人は

56.2％と半数以上となったが、「知らない」と回答した
人も４３．４％あった。
成年年齢の引下げに伴い、今後どのような環境整

備が必要かとの回答では、「１８歳になる前の人に消費
者に関する教育を充実」が全体で６４．１％となっている。

また、消費者被害への不安を感じている人は、全体
の６４．３％という結果となり、多くの若者が不安を感じ
ていることがわかる。

全国の消費者相談の現状
独立行政法人国民生活センターでは、国民生活セ

ンターや全国の消費生活センター（注）等に寄せられた
消費生活相談情報に基づく統計・分析結果などの
データを公表している。

ＰＩＯ-ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステ
ム）に登録された消費生活相談情報の総件数は、２０
０８年度以降９０万件前後で推移しており、２０２０年度
は約９３９千件であった。内２０歳未満の割合は３％弱
と小さいが、成年年齢の引下げを受け、１８歳・１９歳の

はじめに
2０２２年４月１日より、成年年齢が１８歳に引下げら

れ、１８歳・１９歳の約２２０万人の若者が一斉に成年と
なった。今後は大半の若者が、高校３年生で１８歳の
誕生日を迎えると成年となり、高校では成年と未成年
者が混在することになる。
１８７６（明治９）年以来２０歳とされてきた日本の成
年年齢の引下げが、日本の社会に与える影響につい
て、消費者保護の観点から考えてみたい。

成年年齢引下げの経過と目的
民法が定める成年年齢は、「単独で契約を締結で

きる年齢」と「親権に服することがなくなる年齢」とい
う２つの意味を持ち、１８９６（明治２９）年に民法が制定
されて以来２０歳と定められてきた。
これは１８７６年の太政官布告を引き継いだものと
言われており、２０１８年６月１３日に成立した民法の成
年年齢を２０歳から１８歳に引下げること等を内容とす
る「民法の一部を改正する法律」により、約１４０年ぶ
りに見直しが行われ、２０２２年４月１日に施行された。

若者向けに消費者トラブルの事例や傾向を公表し、
注意喚起を促している。
近年１８歳・１９歳の相談件数（平均値）、２０歳～２４
歳の相談件数（平均値）ともに増加傾向にあり、２０歳
代の相談件数は、１８歳・１９歳の概ね１．５倍程度で推
移している。２０２２年以降、成年年齢の引下げにより、
１８歳や１９歳がトラブルなどに巻き込まれ、相談件数
が急増しないか懸念されるところである。
また、国民生活センターでは「１８歳・１９歳に気を付
けてほしい消費者トラブル 最新１０選」として、以下の
事例を掲載している。

埼玉県の消費者相談の現状
２０２０年度埼玉県消費生活相談年報によれば、相
談件数の総数は５３，３２２件（うち苦情４９，０７９件
92.0％）となっているが、若者（契約当事者が２９歳以
下）の件数（苦情のみ）は６，４９６件（１３．２％）あり、2018
年度以降件数・割合ともに増加傾向を示している。尚、
20歳未満の未成年者でも同様の傾向を示している。

また、小学生から高校生の相談件数も増加傾向に
あり、消費者トラブルの低年齢化が進んでいることが
うかがえる。

成年年齢引下げに伴う消費者トラブル
防止に向けた環境整備
消費者トラブルに遭わないためには、未成年のう

ちから契約に関する知識を学び、様々なルールを知っ
た上で、その契約行為により発生する権利・義務がど
のような内容なのかを理解する力を身につけること
が必要である。これまで政府は、消費者への周知の
徹底、消費者教育の充実等を目的に、消費者庁、文
部科学省、法務省及び金融庁（以下「４省庁」とい
う。）をはじめとする関係省庁において、２０１８年度よ
り集中的かつ重層的な取組を推進してきた。
２０１８年２月、「若年者への消費者教育の推進に
関するアクションプログラム」を策定し、同年３月閣議
決定した「消費者教育の推進に関する基本的な方
針」の変更において、若年者への消費者教育を「当
面の重要事項」に位置付けた。
成年年齢引下げの周知徹底と注意喚起を図るた

め､ポスターの掲示やチラシの配布、動画配信等、
様々な普及啓発活動が実施されてきた。また、消費
者教育の充実を目的とした生徒用教材である「社会
への扉」等を活用した授業が、２０２０年度までに８６％
の高等学校等において実施されるなど、成年年齢引
下げに向けた準備が進められてきた。更に、消費生
活相談ダイヤル１８８（消費者ホットライン）の周知に
努めている。

今後の取り組み
２０２２年３月３１日、若年者への消費者教育の推進
に関する４省庁関係局長連絡会議において、成年年
齢引下げ後の消費者教育の実践・定着に向けて関係
４省庁が連携して消費者教育の取組を推進していく
ため、２０２２年以降３年間の「成年年齢引下げ後の若
年者への消費者教育推進方針-消費者教育の実践・
定着プラン-」が定められた｡
その中では、新型コロナウイルス感染症の拡大や

デジタル化の進展等に伴うトラブルの増加、孤独・孤
立問題への対応など、消費者を取り巻く社会情勢等
の変化を踏まえ、主に以下の推進方針が示された｡

埼玉県の取り組み
埼玉県では「埼玉県民の消費生活の安定及び向
上に関する条例」が制定されており、この条例に基づ
き、消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図るための基本計画として、「埼玉県消費生活
基本計画」を策定した上で、「消費者教育の推進に関
する法律」で求められている「消費者教育推進計画」
としても位置付けている。
２０２２年度から２０２６年度までの５年間とする現計
画では、成年年齢の引下げに伴う消費者行政の変化
に対応し、若年期特有の問題に対応した消費者教育
の充実が必要であるとしている。
また、２０２２年３月に策定された「埼玉県５か年計画

～日本一暮らしやすい埼玉へ～」に掲載された消費者
被害の防止施策においても、成年年齢の引下げによ
る若年者の消費者トラブルの急増に対する懸念から、

県・市町村が連携して消費生活相談体制を強化する
としている｡
主な取組としては、「消費生活相談体制の強化」

「多様な消費者教育の実施」「消費者啓発のための
学習支援や情報提供」等がある。
また、５か年計画及び消費生活基本計画の指標と

して、以下の目標を掲げている。
「１年以内に消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをした」県民の割合（県政世論調査で「訪問販
売、電話勧誘販売、通信販売などにより行った契約で、
経済的・物的な消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをしたことがある」と回答した県民の割合）
20.1％（２０２０年度）⇒１３．８％（２０２６年度）

おわりに
１８歳や１９歳の若者が成年となることで、自らの意
思で積極的に社会参加することには意義がある。
しかしながら悪意のある事業者等は、こういった機
会を虎視眈 と々狙っている可能性がある。
消費者被害の防止に向けて、消費者契約法等の一
部を改正する法律等が施行される予定であるが、効
果は未知数であり、今後も若年者に対する様々な消費
者教育等が継続して実施されることが大切である。
同時に、成年年齢が１８歳という意識や行動が定着

するまでの間、教育現場だけでなく、家庭や職場、社
会が一致して若年層の消費者被害の拡大防止に取
り組むことが重要となるであろう。

国民投票権年齢や選挙権年齢は、先行して１８歳
に引下げられており、２０１６年７月の参議院議員通常
選挙において、国政選挙として初めて１８歳選挙権が
実施されている。
これらの法改正の議論の中で、民法の成年年齢の
引下げが議論されることとなり、またアメリカ合衆国や
ドイツ、フランス、オーストラリア等、世界的にも成年年
齢を１８歳としている国が主流となっていることも改正
の根拠となっている。

成年年齢を１８歳に引下げることは、１８歳や１９歳
の若者の自己決定権を尊重することになり、積極的な
社会参加を促すことになると期待されている。
経済的な自立が可能であれば、起業における様々

な手続きや賃貸住宅の契約等も親の同意なく単独で
可能となるなど、若者の自主性が発揮されやすくなる
と考えられる。

企業よりも多くなっており、県内の設備投資は前年を
上回っているとみられる。
〈先行き〉　法人企業景気予測調査では、2四半期
先までの設備の過不足判断を聞いているが、2四半
期先の12月においても、ＢＳＩが＋5.9と、設備が「不
足」する見通しである企業の方が多い。
　また、同調査によると、埼玉県内企業の2022年度
設備投資計画額は、前年比＋24.1％となっている。
業種別にみると、製造業が同＋49.3%、非製造業が
同＋15.6％と、いずれも2桁の伸びとなっており、県内
の設備投資は前年を上回って推移するとみられる。
○公共投資
〈現状〉　埼玉県の公共工事請負金額は、2021年
度まで3年連続で前年を上回った。本年4‒5月も、前
年比＋8.4％と、前年を上回って推移している。
〈先行き〉　近年の台風や集中豪雨などによる自然

【１８歳・１９歳に気を付けてほしい消費者トラブル 最新１０選】
 1．副業・情報商材やマルチなどの＂もうけ話＂トラブル
 ２．エステや美容医療などの＂美容関連＂トラブル
 ３．健康食品や化粧品などの＂定期購入＂トラブル
 ４．誇大な広告や知り合った相手からの勧誘など＂ＳＮＳきっかけ＂
トラブル

 ５．出会い系サイトやマッチングアプリの＂出会い系＂トラブル
 ６．デート商法などの＂異性・恋愛関連＂トラブル
 ７．就活商法やオーディション商法などの＂仕事関連＂トラブル
 ８．賃貸住宅や電力の契約など＂新生活関連＂トラブル
 ９．消費者金融からの借り入れやクレジットカードなどの＂借金・
クレカ＂トラブル

１０．スマホやネット回線などの＂通信契約＂トラブル

資料：埼玉県「令和2年度埼玉県消費生活相談年報」

い や や

資料：埼玉県『令和２年度埼玉県「小学生・中学生・高校生」の消費生活相談の概要』

Ⅰ 実践的な取組の推進・環境整備
　1.学校等における消費者教育の推進
 高等学校等、大学等、事業者等における若年者
向け消費者教育の推進。

　2.若年者に対する広報・啓発（注意喚起・情報発信等）
　3.若年者を支える社会的な環境の整備
Ⅱ コンテンツの充実・活用の促進
Ⅲ 進捗状況のフォローアップと推進方針の見直し

資料：埼玉県「令和3年度埼玉県政世論調査」

●若者の相談件数と構成比の推移（埼玉県）

●小学生・中学生・高校生の相談件数の推移

●訪問販売、電話勧誘販売、通信販売による経済的・物的な被害

0 20 40 60 80 100

訪問販売等により、商品やサービスの契約をして、経済的・物的な被害に遭ったことがある
経済的・物的な被害はなかったが、勧誘や契約などの過程で嫌な思いをしたことがある
訪問販売等の勧誘を受けたことはあるが、経済的・物的な被害や嫌な思いはしなかった
訪問販売等の勧誘を受けたことがない 無回答
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災害の激甚化を受け、国は令和3年度より、「防災・
減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」を進
めており、埼玉県でも、令和3年度より対応を行って
いる。令和4年度は、2年ぶりに1,000億円を超える
公共事業費を確保し、令和3年度補正予算における
公共事業費と合算して、前年度並みの13カ月予算と
して、取り組みを進めている。先行きの公共投資は前
年を上回って推移するとみられる。

今後も新型コロナの感染状況が比較的落ち着い
た推移をたどれば、県内の経済活動は徐々に活発化
していくとみられる。
内訳をみると、生産は引き続き供給制約により横

ばいで推移するとみられる。雇用は持ち直しの動きが
続き、所得は上向いていくとみられる。個人消費は
サービス消費の回復が加わり、持ち直しの動きが続
き、住宅投資は前年をやや上回る水準で推移すると
みられる。設備投資・公共投資は前年を上回って推
移するとみられる。
但し、新型コロナの感染が再拡大すれば、旅行や
飲食等のサービス消費が再び停滞し、個人消費の持
ち直しのブレーキとなろう。感染拡大に加え、ロシア
のウクライナ侵攻のさらなる長期化は、供給制約に
拍車をかけ、諸価格の一層の高騰につながり、景気
全般が下振れすることになろう。 （太田富雄）

の影響を受けて、旅行や飲食といったサービス関連
の支出が大きく落ち込んだことなどから、2021年4～
6月期まで5四半期連続で前年を下回っていたが、7
～9月期に前年比＋4.0％とプラスに転じ、回復傾向
にある。但し、感染拡大前の2019年と比べると、
2022年1～3月期は▲2.4%と２四半期ぶりにマイナ
スとなり、感染再拡大の影響がみられた。

　一方、県内の小売販売額の推移を、百貨店・スー
パー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッ
グストア、ホームセンターの全店ベースの合計販売
額からみると、2020年1～3月期以降、前年比▲
0.3％となった昨年7～9月期を除いて前年比プラス
で推移している。感染拡大前の2019年と比べても、
2020年1～3月期以降、プラスで推移しており、感染

2022年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前
期比年率▲0.5％と2四半期ぶりのマイナス成長と
なった。オミクロン株の感染拡大で1月中旬から３月下
旬までまん延防止等重点措置が各地に適用され、
サービス消費を中心に個人消費が伸び悩んだことが
響いた。
しかし、3月下旬に同措置が解除され、その後、大
型連休を中心に旅行や外食などの個人消費をはじ
めとする経済活動が次第に活発化している。わが国
の景気には、持ち直しの動きがみられる。

埼玉県の景気は、生産は弱い動きとなっているもの
の、全体としては持ち直しの動きがみられる。生産は、
原材料等の供給制約により、足元で減少している。雇
用は足元で改善に向かっており、所得も持ち直しの動
きがみられる。個人消費は、一部に弱さがみられるも
のの、持ち直している。住宅投資は前年を上回り、設
備投資は前年を上回っているとみられる。公共投資も
前年を上回っている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、新型コロナウイ
ルスの感染が広がった2020年4～6月期に急激に落
ち込んだ後、2021年4～6月期にかけていったん感染
拡大前の水準に近づいたものの、世界的規模の半導
体不足などの理由により、情報通信機械工業や輸送
機械工業が大きく落ち込み、伸び悩んでいる。
　埼玉県の生産についても、全国よりテンポは緩や
かながらも持ち直しに転じていたが、足元では減少し
ている。業種別では、一大消費地である首都圏向け
を中心として、食料品工業の生産が底堅く推移して
いるものの、半導体不足の影響により、全国と同様、
情報通信機械工業や輸送機械工業のほか、生産用
機械工業、電子部品・デバイス工業も落ち込んでいる。
〈先行き〉　現状では、自動車や家電製品等については
納品までの期間が長期化しており、部品等の供給が正
常化すれば、生産は持ち直しの動きを強めていくとみら
れる。但し、ロシアによるウクライナ侵攻に加え、ロック
ダウンは解除されたものの、中国でのゼロコロナ政策に
よる部品等の供給制約の影響は当面続くと予想され、
今後の県内の生産は横ばいで推移するとみられる。

○雇用・所得
〈現状〉　県内企業の常用雇用指数（埼玉県毎月勤
労統計調査）は、2021年2月から14カ月連続で前年

を懸念して外食や旅行を控えた分、物品の購入を活
発に行っているとみられる。
　埼玉県内の乗用車新車販売台数（含む軽自動車）
は、2020年4～6月期に全国に緊急事態宣言が発出
されて大きく落ち込んだ反動増で、昨年4～6月期に
大きく伸びた後は販売が伸び悩んでいる。半導体不
足に起因する自動車生産の落ち込みから、申し込み
から納車までに長期間を要しており、自動車販売に
影響が出ている。
〈先行き〉　3月下旬にまん延防止等重点措置が解
除され、本年5月の大型連休は3年ぶりに制限のない
大型連休となった。高速道路はコロナ前と同様渋滞
が発生し、航空機や列車の予約も満席の便がみられ
た。今後、感染状況が落ち着いて推移すれば、飲食
や宿泊等、サービス関連消費のさらなる改善が期待
される。このリバウンドにより、個人消費は持ち直しの
動きが続くとみられるが、足元では物価上昇が進ん
でおり、リバウンドの動きが一巡した後は、個人消費
の持ち直しの動きが停滞する可能性がある。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2021年4
～6月期以降前年を上回って推移しており、住宅投資
は回復している。
　内訳をみると、持家が本年1～3月期に前年比▲
2.8%と6四半期ぶりにマイナスに転じたものの、貸家
が4四半期連続で、分譲が2四半期連続でプラスと

を下回っている。2021年は緊急事態宣言やまん延防
止等重点措置が適用されていた期間が長く、サービス
業を中心に影響が続いたものとみられる。但し、2022
年1月以降、前年比のマイナス幅が縮小しており、足
元では改善に向かっているものとみられる。4月の有効
求人倍率も1.02倍と1年10カ月ぶりに1を超えた。
　一方、所得環境をみると、県内企業の現金給与総
額（埼玉県毎月勤労統計調査）は、感染が拡大した
2020年に大きく減少し、2021年に入っても影響は
続いたが、2021年11月から4カ月間は前年比プラス
で推移するなど、持ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が2022年4月に実施した埼玉県
企業経営動向調査では、先行き（約6カ月後）の雇用
人員について、「増加」とする企業が27％、「減少」と
する企業が11％で、ＢＳＩは＋16となった。雇用人員が
増加するとの見方の方が多く、県内の雇用情勢につ
いては、持ち直しの動きが続くとみられる。
　また、同時に実施した埼玉県内賃金改定状況調査
によると、正社員の賃上げを実施する企業の割合は
当該調査開始以降11年間で最も高い72.1％となり、
賃上げ率も2.1％と、11年間で2番目に高い結果で
あった。先行きの県内の所得環境は、上向いていくと
みられる。
○個人消費
〈現状〉　家計調査で県内（さいたま市）の二人以上
世帯の消費支出（除く住居費等）をみると、感染拡大

なっており、いずれも4月もプラスとなっている。分譲
住宅は、マンションが本年1～3月期に前年比＋
104.6％、4月が同＋666.7％と高い伸びとなったほ
か、戸建て住宅も2021年7～9月以降2桁の高い伸
びとなっている。マンションの発売戸数（不動産経済
研究所）をみても、2021年10～12月期が前年比＋
22.6％、2022年1～3月期が同＋15.3％、4月が同＋
51.1％と、2桁の伸びとなっている。
〈先行き〉　建設資材価格や人件費等の上昇が続い
ており、住宅購入希望者や分譲業者が慎重な姿勢と
なることが懸念される。埼玉県は住みやすく交通利
便性にも優れており、比較的地価の安い郊外におけ
る持家や分譲戸建て住宅などを中心に、今後も県内
での住宅需要が相応にあると見込まれる。先行きの
住宅投資は前年をやや上回る水準で推移するとみら
れる。
○設備投資
〈現状〉　2022年6月の関東財務局の法人企業景
気予測調査により、埼玉県内企業の2021年度の設
備投資実績見込みをみると、前年比＋6.9％となって
いる。
　同調査で、埼玉県内企業の設備判断BSI（「不足」
―「過大」社数構成比）をみると、2020年9月に▲
12.5までマイナス幅が拡大していたが、2021年6月
に＋3.0とプラスの水準まで回復し、2022年6月まで
5四半期連続で「不足」とする企業が「過大」とする

成年年齢引下げによる課題
成年年齢の引下げによる効果に期待が寄せられる
一方、若者の契約トラブルを懸念する声も広がってい
る。一人で有効な契約ができるということは、契約に
対する責任も負うということである。
これまで１８歳や１９歳に認められていた未成年者
取消権を行使することはできなくなり、消費者被害が
拡大すれば社会に及ぼす影響は大きい。

 
内閣府が行った「成年年齢引下げに関する世論調
査（２０１８年１２月調査）抜粋」では、以下のような結果
となっている。

「成年年齢に達すれば、父母などの同意なく一人で
契約できることを知っている」と回答した１０３０人の内、
未成年者取消権を「知っている」と回答した人は

56.2％と半数以上となったが、「知らない」と回答した
人も４３．４％あった。
成年年齢の引下げに伴い、今後どのような環境整

備が必要かとの回答では、「１８歳になる前の人に消費
者に関する教育を充実」が全体で６４．１％となっている。

また、消費者被害への不安を感じている人は、全体
の６４．３％という結果となり、多くの若者が不安を感じ
ていることがわかる。

全国の消費者相談の現状
独立行政法人国民生活センターでは、国民生活セ

ンターや全国の消費生活センター（注）等に寄せられた
消費生活相談情報に基づく統計・分析結果などの
データを公表している。

ＰＩＯ-ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステ
ム）に登録された消費生活相談情報の総件数は、２０
０８年度以降９０万件前後で推移しており、２０２０年度
は約９３９千件であった。内２０歳未満の割合は３％弱
と小さいが、成年年齢の引下げを受け、１８歳・１９歳の

はじめに
2０２２年４月１日より、成年年齢が１８歳に引下げら

れ、１８歳・１９歳の約２２０万人の若者が一斉に成年と
なった。今後は大半の若者が、高校３年生で１８歳の
誕生日を迎えると成年となり、高校では成年と未成年
者が混在することになる。
１８７６（明治９）年以来２０歳とされてきた日本の成
年年齢の引下げが、日本の社会に与える影響につい
て、消費者保護の観点から考えてみたい。

成年年齢引下げの経過と目的
民法が定める成年年齢は、「単独で契約を締結で

きる年齢」と「親権に服することがなくなる年齢」とい
う２つの意味を持ち、１８９６（明治２９）年に民法が制定
されて以来２０歳と定められてきた。
これは１８７６年の太政官布告を引き継いだものと
言われており、２０１８年６月１３日に成立した民法の成
年年齢を２０歳から１８歳に引下げること等を内容とす
る「民法の一部を改正する法律」により、約１４０年ぶ
りに見直しが行われ、２０２２年４月１日に施行された。

若者向けに消費者トラブルの事例や傾向を公表し、
注意喚起を促している。
近年１８歳・１９歳の相談件数（平均値）、２０歳～２４
歳の相談件数（平均値）ともに増加傾向にあり、２０歳
代の相談件数は、１８歳・１９歳の概ね１．５倍程度で推
移している。２０２２年以降、成年年齢の引下げにより、
１８歳や１９歳がトラブルなどに巻き込まれ、相談件数
が急増しないか懸念されるところである。
また、国民生活センターでは「１８歳・１９歳に気を付
けてほしい消費者トラブル 最新１０選」として、以下の
事例を掲載している。

埼玉県の消費者相談の現状
２０２０年度埼玉県消費生活相談年報によれば、相
談件数の総数は５３，３２２件（うち苦情４９，０７９件
92.0％）となっているが、若者（契約当事者が２９歳以
下）の件数（苦情のみ）は６，４９６件（１３．２％）あり、2018
年度以降件数・割合ともに増加傾向を示している。尚、
20歳未満の未成年者でも同様の傾向を示している。

また、小学生から高校生の相談件数も増加傾向に
あり、消費者トラブルの低年齢化が進んでいることが
うかがえる。

成年年齢引下げに伴う消費者トラブル
防止に向けた環境整備
消費者トラブルに遭わないためには、未成年のう

ちから契約に関する知識を学び、様々なルールを知っ
た上で、その契約行為により発生する権利・義務がど
のような内容なのかを理解する力を身につけること
が必要である。これまで政府は、消費者への周知の
徹底、消費者教育の充実等を目的に、消費者庁、文
部科学省、法務省及び金融庁（以下「４省庁」とい
う。）をはじめとする関係省庁において、２０１８年度よ
り集中的かつ重層的な取組を推進してきた。
２０１８年２月、「若年者への消費者教育の推進に
関するアクションプログラム」を策定し、同年３月閣議
決定した「消費者教育の推進に関する基本的な方
針」の変更において、若年者への消費者教育を「当
面の重要事項」に位置付けた。
成年年齢引下げの周知徹底と注意喚起を図るた

め､ポスターの掲示やチラシの配布、動画配信等、
様々な普及啓発活動が実施されてきた。また、消費
者教育の充実を目的とした生徒用教材である「社会
への扉」等を活用した授業が、２０２０年度までに８６％
の高等学校等において実施されるなど、成年年齢引
下げに向けた準備が進められてきた。更に、消費生
活相談ダイヤル１８８（消費者ホットライン）の周知に
努めている。

今後の取り組み
２０２２年３月３１日、若年者への消費者教育の推進
に関する４省庁関係局長連絡会議において、成年年
齢引下げ後の消費者教育の実践・定着に向けて関係
４省庁が連携して消費者教育の取組を推進していく
ため、２０２２年以降３年間の「成年年齢引下げ後の若
年者への消費者教育推進方針-消費者教育の実践・
定着プラン-」が定められた｡
その中では、新型コロナウイルス感染症の拡大や

デジタル化の進展等に伴うトラブルの増加、孤独・孤
立問題への対応など、消費者を取り巻く社会情勢等
の変化を踏まえ、主に以下の推進方針が示された｡

埼玉県の取り組み
埼玉県では「埼玉県民の消費生活の安定及び向
上に関する条例」が制定されており、この条例に基づ
き、消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図るための基本計画として、「埼玉県消費生活
基本計画」を策定した上で、「消費者教育の推進に関
する法律」で求められている「消費者教育推進計画」
としても位置付けている。
２０２２年度から２０２６年度までの５年間とする現計
画では、成年年齢の引下げに伴う消費者行政の変化
に対応し、若年期特有の問題に対応した消費者教育
の充実が必要であるとしている。
また、２０２２年３月に策定された「埼玉県５か年計画

～日本一暮らしやすい埼玉へ～」に掲載された消費者
被害の防止施策においても、成年年齢の引下げによ
る若年者の消費者トラブルの急増に対する懸念から、

県・市町村が連携して消費生活相談体制を強化する
としている｡
主な取組としては、「消費生活相談体制の強化」

「多様な消費者教育の実施」「消費者啓発のための
学習支援や情報提供」等がある。
また、５か年計画及び消費生活基本計画の指標と

して、以下の目標を掲げている。
「１年以内に消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをした」県民の割合（県政世論調査で「訪問販
売、電話勧誘販売、通信販売などにより行った契約で、
経済的・物的な消費者被害の経験がある」または「嫌
な思いをしたことがある」と回答した県民の割合）
20.1％（２０２０年度）⇒１３．８％（２０２６年度）

おわりに
１８歳や１９歳の若者が成年となることで、自らの意
思で積極的に社会参加することには意義がある。
しかしながら悪意のある事業者等は、こういった機
会を虎視眈 と々狙っている可能性がある。
消費者被害の防止に向けて、消費者契約法等の一
部を改正する法律等が施行される予定であるが、効
果は未知数であり、今後も若年者に対する様々な消費
者教育等が継続して実施されることが大切である。
同時に、成年年齢が１８歳という意識や行動が定着

するまでの間、教育現場だけでなく、家庭や職場、社
会が一致して若年層の消費者被害の拡大防止に取
り組むことが重要となるであろう。

国民投票権年齢や選挙権年齢は、先行して１８歳
に引下げられており、２０１６年７月の参議院議員通常
選挙において、国政選挙として初めて１８歳選挙権が
実施されている。
これらの法改正の議論の中で、民法の成年年齢の
引下げが議論されることとなり、またアメリカ合衆国や
ドイツ、フランス、オーストラリア等、世界的にも成年年
齢を１８歳としている国が主流となっていることも改正
の根拠となっている。

成年年齢を１８歳に引下げることは、１８歳や１９歳
の若者の自己決定権を尊重することになり、積極的な
社会参加を促すことになると期待されている。
経済的な自立が可能であれば、起業における様々

な手続きや賃貸住宅の契約等も親の同意なく単独で
可能となるなど、若者の自主性が発揮されやすくなる
と考えられる。

企業よりも多くなっており、県内の設備投資は前年を
上回っているとみられる。
〈先行き〉　法人企業景気予測調査では、2四半期
先までの設備の過不足判断を聞いているが、2四半
期先の12月においても、ＢＳＩが＋5.9と、設備が「不
足」する見通しである企業の方が多い。
　また、同調査によると、埼玉県内企業の2022年度
設備投資計画額は、前年比＋24.1％となっている。
業種別にみると、製造業が同＋49.3%、非製造業が
同＋15.6％と、いずれも2桁の伸びとなっており、県内
の設備投資は前年を上回って推移するとみられる。
○公共投資
〈現状〉　埼玉県の公共工事請負金額は、2021年
度まで3年連続で前年を上回った。本年4‒5月も、前
年比＋8.4％と、前年を上回って推移している。
〈先行き〉　近年の台風や集中豪雨などによる自然

【１８歳・１９歳に気を付けてほしい消費者トラブル 最新１０選】
 1．副業・情報商材やマルチなどの＂もうけ話＂トラブル
 ２．エステや美容医療などの＂美容関連＂トラブル
 ３．健康食品や化粧品などの＂定期購入＂トラブル
 ４．誇大な広告や知り合った相手からの勧誘など＂ＳＮＳきっかけ＂
トラブル

 ５．出会い系サイトやマッチングアプリの＂出会い系＂トラブル
 ６．デート商法などの＂異性・恋愛関連＂トラブル
 ７．就活商法やオーディション商法などの＂仕事関連＂トラブル
 ８．賃貸住宅や電力の契約など＂新生活関連＂トラブル
 ９．消費者金融からの借り入れやクレジットカードなどの＂借金・
クレカ＂トラブル

１０．スマホやネット回線などの＂通信契約＂トラブル

資料：埼玉県「令和2年度埼玉県消費生活相談年報」

い や や

資料：埼玉県『令和２年度埼玉県「小学生・中学生・高校生」の消費生活相談の概要』

Ⅰ 実践的な取組の推進・環境整備
　1.学校等における消費者教育の推進
 高等学校等、大学等、事業者等における若年者
向け消費者教育の推進。

　2.若年者に対する広報・啓発（注意喚起・情報発信等）
　3.若年者を支える社会的な環境の整備
Ⅱ コンテンツの充実・活用の促進
Ⅲ 進捗状況のフォローアップと推進方針の見直し

資料：埼玉県「令和3年度埼玉県政世論調査」

●若者の相談件数と構成比の推移（埼玉県）

●小学生・中学生・高校生の相談件数の推移

●訪問販売、電話勧誘販売、通信販売による経済的・物的な被害

0 20 40 60 80 100

訪問販売等により、商品やサービスの契約をして、経済的・物的な被害に遭ったことがある
経済的・物的な被害はなかったが、勧誘や契約などの過程で嫌な思いをしたことがある
訪問販売等の勧誘を受けたことはあるが、経済的・物的な被害や嫌な思いはしなかった
訪問販売等の勧誘を受けたことがない 無回答

（%）

2021年（2,767)

2020年（2,834）

2019年（1,995)

2018年（2,122)

2017年（2,140)

2016年（2,175)

2015年(2,157)

2014年(2,123)

2013年(2,130)

1.4 15.7 27.2 52.1 3.6

1.7 18.4 28.2 48.7 3.1

1.2 14.2 24.5 57.2 2.9

0.9 14.5 23.7 59.7 1.2

1.1 15.5 31.3 50.9 1.3

1.1 7.8 34.1 56.1 0.9

0.7 14.5 27.5 55.6 1.8

0.6 15.1 31.6 51.8 1.0

1.1 14.5 32.5 50.8 1.1

（件） （%）
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若者の相談件数 若者相談の比率（右目盛）
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